








































年　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
平成21年度
（速報値）
件　数 23,738 26,569 33,408 34,472 37,323 40,639 42,664 44,210
























































































































































項目 日本 アイルランド アメリカ：連邦法 + 州法 イギリス オランダ
位置づけと特徴




































































































































































○ ○ ○ ○ × －
○ × × × × ○
義務 一般的規定のみ 母子保護において
















項目 日本 アイルランド アメリカ：連邦法 + 州法 イギリス オランダ
一時保護
児童




























○ ○ ○ ○ ○




















































































韓国 スウェーデン 中国 ドイツ フィンランド フランス























○ ○ × ○ ○ ○
































































































































































































































以下，2008年 2 月 1 日に開催された第30回社会保障審議会児童部会の「児童福
祉法等の一部改正について」に関する議事録を参照。児童部会で紹介された事例
では，福祉担当者に「ネットカフェに行く手もあるし」と，暗にネットカフェ難
民になるように勧められたり，地元の警察に「両親のもとに帰りなさい」と通告
されたりしている。そのため，18歳の少女は，自ら家庭内での性的虐待被害を訴
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児童虐待における法的課題（古橋）
（409）　171
えるために決意をして行政の窓口に保護を求めたにもかかわらず，結局は虐待の
家庭に戻らざるを得なかった。
なお，虐待との関連ではないが，親の急死などで18未満の子どもが残された場
合には，生活保護法上の「一時的受給」が可能となる。ただし，児童世帯となり
世帯主が未成年という状況は長期的にはない。
朝日新聞2010（平成22）年12月16日（木）
【追記】本稿は，2010年12月16日の京都学園大学・法学会学術講演会「児童虐待に
おける法的課題─諸外国の比較をふまえて─」の内容を基にまとめたもので
ある。
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